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平成２３年度埼玉県歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見について 

  地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２３年度 

埼玉県歳入歳出決算並びに同法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付さ

れた平成２３年度埼玉県土地開発基金、平成２３年度埼玉県美術作品取得基

金及び平成２３年度埼玉県高等学校等奨学金事業基金の運用状況について審

査したので、その結果について意見書を提出します。   
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埼玉県歳入歳出決算 

 

第１  審査の概要 

 

１  審査の対象 

 

    平成２３年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計） 

 

２  審査の期間 

 

    平成２４年８月８日から平成２４年９月１０日まで 

 

３  審査の方法 

 

  平成２３年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計）の審査に当たっては、決

算計数に誤りはないか、予算の執行は関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、適正かつ

効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理及び処分は、適正

に処理されたか等について慎重に審査した。 

 

 

第２  審査の結果 

 

１  審査意見 

 

  平成２３年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計）については、決算書及び

同附属書類並びに関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、符合していることを

確認した。 

  また、予算の執行等に当たっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、おおむね

適正に行われているものと認めた。 

    なお、次のとおり一部に留意又は改善を要する事項が認められた。 
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２ 留意又は改善を要する事項 

 

持続的な成長のための財政基盤強化について 

 平成２３年度一般会計決算の歳入は、県税収入の減少や県債発行額及び国庫支出金の

減少などにより、前年度と比較して総額で２８３億余円減少し、１兆６，６３２億余円

となった。歳入の減少は２年連続で、県税収入の減収は４年連続となっている。 

 また、県債発行額は２年連続で減少したものの、県債残高は、臨時財政対策債の残高

増などにより、前年度より１，１７３億余円増の３兆４，７５５億余円に上っている。 

 こうした中、普通会計における実質公債費比率は１３．７％で、前年度に比べて 

０．４ポイント、経常収支比率は９６．９％で、前年度に比べて３．６ポイント、それ

ぞれ上昇（悪化）している。 

 昨今の県内経済の状況は、東日本大震災後においても、タイの洪水、長引く円高基調、

欧州財政危機など、輸出関連産業を中心に大きな影響を与える事態が発生し、先行きも

不透明な状況にある。また、将来的には、人口減少による経済活動の停滞が危惧され、

大幅な税収の伸びは期待できない状況にある。 

 一方で少子高齢化の急速な進行により、将来的に福祉・医療関係費や公債費など、義

務的経費の増加は確実であり、今後も一層厳しい財政運営が見込まれる。 

 このような中、将来にわたって持続的・安定的に行政サービスを展開するためには、

県税収入を中心とした自主財源の確保と、将来の財政負担を考慮した県債残高の縮減が

大きな課題である。 

 そこで、喫緊の課題として、歳入の減少が続く中で、収入未済の解消に向けた取組の

充実・強化が重要である。また、「選択と集中」による事業の重点化や効率化を図ると

ともに、常に「費用対効果」の視点を持って、事業を推進する必要がある。 

 さらに、持続的な成長を可能とする足腰の強い財政基盤を確立するため、県内産業の

振興による税収の確保、県債発行の抑制と県債残高の縮減、財政調整基金の確保等の取

組を、今後も計画的に進めることが重要である。  

  

（説明） 

１ 本県の財政の状況 

  平成２３年度一般会計決算の歳入を前年度比でみると、県税収入は個人県民税や法 

 人二税の減収などにより、６３億余円（１．０％）減少した。 

    また、繰入金は国の経済対策関連事業などの基金繰入金の増加などにより、２２４ 

 億余円（４７．２％）増加した。一方、臨時財政対策債の発行額の減少などによ 

 り、県債は３００億余円（９．３％）減少し、国庫支出金は国の経済対策関連の交 

 付金の減少などにより１３４億余円（７．１％）減少した。そのため、歳入全体で 

 ２８３億余円（１．７％）の減少となっている。 

  歳出では、民生費が後期高齢者医療対策費など老人福祉費の増などにより、１０２ 
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 億余円（４．０％）増加したものの、県債の償還額の減少などにより、公債費が 

 １５１億余円（６．０％）、総合教育センター整備工事の完了などにより、教育費が    

 ６３億余円（１．２％）それぞれ前年度を下回り、歳出全体では２５８億余円 

 （１．５％）の減少となった。 

  この結果、実質収支額は昨年度と比較して９億余円減少したものの、３９億余円の 

 黒字となっている。 

  また、県債は２年連続で発行額が前年度を下回ったものの、平成２３年度末の県債 

 残高は、臨時財政対策債などの残高の増により、前年度末から１，１７３億余円増加 

 し、３兆４，７５５億余円となっている。 

  今後、少子高齢化の急速な進行や生産年齢人口の減少などにより、経済成長が停滞 

 し、大幅な税収の伸びが期待できない中、福祉・医療関係費や公債費が増加していく 

 ことは確実であり、本県の財政状況は一層厳しさを増していくものと懸念される。 

  

２ 持続的な成長のための財政基盤の強化に向けて 

（１）収入確保の取組強化と歳出の縮減 

  ① 納税率向上に向けた取組 

   平成２３年度の県税の納税率は、前年度比＋０．１ポイントの９４．４％で、４ 

  年ぶりに上昇した。また、県税調定額の４割強を占め、これまで３年連続で低下し 

  ていた個人県民税の納税率についても、前年度と同様の８９．７％で、下げ止まり 

  の状況となった。 

   しかしながら、県税全体の納税率の全国順位は３年連続で全国最下位と低迷して 

  おり、引き続き、効果的な取組の充実・強化が必要である。 

   納税率の推移 

 

 

 

 

   県税全体の納税率を向上させるためには、市町村が個人市町村民税と併せて徴収 

  する個人県民税の納税率アップが不可欠である。県ではこれまで、各市町村に対し 

  て、様々な徴収対策支援を行ってきたが、その成果は徴収事務に対する市町村の取 

  組状況に大きく左右されるところである。 

   そこで、納税率が向上していない市町村に対しては、その状況を詳しく分析し、 

  その改善に向けた具体的な対策を、成果が出るまで継続的に、助言・援助すること 

  が重要である。また、必要に応じて各市町村長に直接働きかけを行うなど、より緊 

  密な連携・協力体制を確立することが肝要である。 

 

 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

89.7% 89.7%

96.2% 95.6% 94.6% 94.3% 94.4%

個人県民税
(均等割・所得割)

県税全体

93.0% 92.1% 90.9%
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   県税収入の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 収入未済解消に向けた取組 

   平成２３年度一般会計の収入未済額は３６５億余円で、そのうち県税が３４５億 

  余円、県税以外が２０億余円となっている。県税以外の主なものは「補助金不正受 

  給に対する賠償金」が４億１千万余円、「道路交通法放置違反金」が３億６千万余 

  円、「県税賦課徴収にかかる重加算金等」が３億１千万余円である。 

   また、特別会計の収入未済額は６億１千万余円で、その主なものは「埼玉県母子 

  寡婦福祉資金特別会計」の２億５千万余円、「埼玉県県営住宅事業特別会計」の 

  １億７千万余円などである。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入未済額の推移 

2,941 3,034 2,991 2,774 2,742

2,270 2,073
1,164 1,105 1,094

2,911 2,731

2,588 2,529 2,508
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9,000

10,000

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

その他

法人二税

個人県民税

48.3
45.8

38.4 37.9
38.1

割 合

（％）

計 8,121 計 7,839

計 6,744
計 6,408 計 6,344

50

40

30

収入済額

（億円）

県税収入の一般会計歳入に占める割合

（表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額とその内訳の計とが合わない場合がある。）

29,966 
33,760 

36,283 36,489 34,511 

1,366 

1,412 
1,881 1,874 

1,792 

356 

262 
241 218 

208 

1,474 

643 

5,775 
628 

612 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 
（単位：百万円）

県 税

諸収入

その他

特別会計

一般会計

平成１９年度
一般会計・特別会計

合計

平成２０年度
一般会計・特別会計

合計

平成２１年度
一般会計・特別会計

合計

平成２２年度
一般会計・特別会計

合計

平成２３年度
一般会計・特別会計

合計

（表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額とその内訳の計とが合わない場合がある。）

計 33,162

計 36,076

計 44,180

計 39,208
計 37,124
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   平成２３年度の収入未済額の合計は、一般会計及び特別会計ともに、前年度を下 

  回ったものの、歳入が減少している厳しい財政状況の中で、収入の確保は重要な課 

  題である。 

   また、負担の公平性確保の面からも徴収可能な債権については、確実に回収する 

  取組が必要である。 

                
   ア 徴収事務の集約化 

    督促を行っても納付がなされない場合、その状況によって強制徴収や訴訟の手 

   続きが必要となる。しなしながら、未収金を抱える各課所においては、必ずしも 

   そのノウハウを十分に有していないのが現状である。 

    そこで、効果的に未収金の回収を行うために、専門的知識や経験のある職員を 

   配置した組織に債権管理事務を集約化するなど、効率的かつ迅速な徴収体制の構 

   築を図るべきである。 

   イ 債権回収の民間委託 

    徴収困難な未収金回収に当たり、所在不明者への対応や財産調査など、専門的 

   なノウハウを有する債権回収会社や弁護士事務所へ業務を委託する方が効果的 

   な場合もある。 

    既に、本県でも県立病院の診療費未収金回収については、弁護士事務所に委託 

   しており、一定の成果を上げている。他県においては、県立病院の診療費以外に 

   も「母子寡婦福祉資金貸付金」や「県営住宅使用料」などの未収金について、債 

   権回収会社に委託しているケースがある。 

    そこで、本県においても徴収困難な債権回収を民間委託した場合のメリットや 

   デメリットを十分踏まえた上で、効果的な債権回収業務のあり方を検討すべきで 

   ある。 

 

  ③ 「最小の経費で最大の効果を上げる」事業推進の徹底 

   平成２３年度から平成２５年度まで、県では「第三次埼玉県行財政改革プログラ 

  ム」の下で、「費用対効果」の観点から仕事全般を見直し、課題に取り組むとして 

  いる。厳しい財政状況の下で、安定的に行政サービスを提供するためには、「選択 

  と集中」による事業の重点化や、「費用対効果」の視点で全ての事業の見直しに取 

  り組むことが、最も重要なことであり、同プログラムの確実な推進を望むものであ 

  る。 

   また、将来的に義務的経費等の負担増が見込まれることから、県有施設の維持管 

  理等にかかる経費についてもコスト縮減が求められる。そこで、効率的な管理とコ 

  スト縮減を図るため、施設の維持管理や修繕の費用など、資産に関する情報を一元 

  的に管理し、長期的な視点で維持管理を行うアセットマネジメントの手法を取り入 

  れる必要がある。 
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（２）県内産業の振興と財政基盤の強化 

  ① 県内産業の振興による税収確保 

   将来にわたって継続的な行政サービスを展開していくためには、財源の根幹とな 

  る安定した税収の確保が不可欠である。そのためには、県内産業を振興することに 

  より、県内企業の成長と雇用の拡大を図ることが重要である。 

   中でも、成長分野の産業集積を図り、雇用の創出と拡大を進めることが効果的で 

  ある。県ではこれまで、本県の地理的優位性や交通の利便性などの特性を生かして、 

  政策的に企業誘致を推進してきた。 

   平成１７年１月～平成２４年３月までの間に、立地した件数は５５１件で、約  

  ６，０００人の新規雇用を生み出している。平成２０年以前は年間７０件以上の立 

  地があったが、平成２０年９月のリーマンショック後にいったん落ち込み、現在は 

  年間６０件前後で推移している。 

 

    企業立地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

   少子高齢化が急速に進み、人口減少による国内市場の縮小や新興国の台頭、環 

  境・エネルギー問題への対応などが求められる中、我が国経済は産業構造の転換期 

  にあるといえる。 

   このような中、今後の企業立地については１０年先、２０年先を見据え、次世代 

  自動車に代表されるような新技術や高付加価値産業、環境・エネルギー関連や医 

  療・福祉関連など、将来の成長が期待できる産業の立地を重点的に推進し、次世代 

  産業の集積を図ることが肝要である。 

   また、将来的に国内市場の縮小が懸念される中で、県内中小企業の海外展開も積 

  極的に支援すべきである。中国のみならず、アジアの新興国などを新たな市場とし 

  て開拓しようとする中小企業に対して、関係機関等とも連携しながら、企業ニーズ 

  にマッチした支援を展開していく必要がある。 

 

  ② 将来負担の抑制 

    平成２３年度の県債発行額は、前年度に比べ３００億余円減少し、２，９２９ 

   億余円となっており、県債発行額は２年連続で減少している。 
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    平成２３年度末の県債残高については、県で発行をコントロールできる県債 

   （臨時財政対策債及び減収補てん債を除いたもの）が９年連続で減少しているも 

   のの、県債全体では前年度より１，１７３億余円増加し、３兆４，７５５億余円 

   に及んでいる。これは、一般会計決算規模の約２年分である。 

    また、普通会計において、財政構造の健全性や弾力性を判断する指標である実 

   質公債費比率及び経常収支比率は、ともに前年度を上回って（悪化して）いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

    県債残高の増加は、国が臨時財政対策債による負担の先送りを続けてきた結果 

   であるともいえる。しかしながら、県財政の健全化のためには臨時財政対策債も 

   含めた県債全体の残高の縮減に努めることが重要であり、残高の削減目標を定 

   め、引き続き県債発行を抑制していく必要がある。 

    また、地方交付税や臨時財政対策債については、制度上の問題でもあるため、 

   他の自治体とも連携するなどして、常態化している地方財源不足を解消するため 

   の改善策について、引き続き国に対して働きかけていく必要がある。 

    さらに、県財政の健全な運営のために設置されている財政調整基金など、財源 

   調整のための基金残高については、平成２３年度末で９５５億余円となっている 

   が、今後も計画的に一定の額を確保していくことが重要である。 

県債発行額及び年度末残高の推移 

（単位：％）
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

実質公債費比率 13.3 12.5 12.7 13.3 13.7
経常収支比率 96.2 95.8 97.1 93.3 96.9

実質公債費比率・経常収支比率の推移 

29,896 30,668
32,262

33,582 34,756
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000年度末残高 うち臨財債等を除く県債残高

563 576 557 551 611

989 894
465
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計 3,437
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第３  決算の状況等 

 

１  財政収支等全般  

 

（１） 歳 入 歳 出 の 概 況 に つ いて  

   ア 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の状況  

     平成２３年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算は、次のとおりである。 

（表１） 

歳入総額 歳出総額
円 円 円 円

一般会計 1,722,414,110,180 1,663,264,412,562 1,655,994,049,704 7,270,362,858 96.6% 96.1%
特別会計 438,082,035,300 429,271,683,443 419,792,503,474 9,479,179,969 98.0% 95.8%
合　　計 2,160,496,145,480 2,092,536,096,005 2,075,786,553,178 16,749,542,827 96.9% 96.1%

区　　分 予算現額 歳入額 歳出額 歳入歳出差引額
予算現額に
対する比率

 

    一般会計の歳入総額は1 兆６，６３２億６，４４１万余円で、予算現額に対する

   比率は９６．６パーセントとなっており、歳出総額は１兆６，５５９億９，４０４万

   余円で、予算現額に対する比率は９６.１パーセントとなっている。 

     また、歳入歳出差引額は、７２億７，０３６万余円となっている。 

 

     特別会計の歳入総額は４，２９２億７，１６８万余円で、予算現額に対する 

   比率は９８.０パーセントとなっており、歳出総額は４，１９７億９，２５０万余円 

   で、予算現額に対する比率は９５.８パーセントとなっている。 

       また、歳入歳出差引額は、９４億７，９１７万余円となっている。   

 

  イ 前年度との比較 

      次に、一般会計及び特別会計の決算を前年度と比べると、表２のとおりである。 

     一般会計及び特別会計の合計額は､前年度に比べて歳入総額で６４４億８，４４２万余 

   円（３．０パーセント）、歳出総額で６２９億５，２４１万余円（２．９パーセント） 

   の減少となっている。 

     これを会計別に見ると､前年度に比べて､一般会計は､歳入総額で２８３億１，９３６ 

   万余円（１．７パーセント)、歳出総額で２５８億９０５万余円（１．５パーセント） 

   減少し、特別会計は､歳入総額で３６１億６，５０６万余円（７．８パーセント)､ 歳

   出総額で３７１億４，３３６万余円（８．１パーセント）の減少となっている。 

     実質収支額は、一般会計が３９億２，６５８万余円、特別会計が８０億２４７万余円 

   で、ともに黒字となっている。 

    単年度収支額は、一般会計が９億１３９万余円の赤字、特別会計が７億２，１１３ 
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   万余円の黒字となっている。 

 

（表２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

予算現額 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

　　　   A 　　　　B           C      B-C=D E D-E=F
平成23年度 1,722,414,110,180 1,663,264,412,562 1,655,994,049,704 7,270,362,858 3,343,773,715 3,926,589,143
平成22年度 1,752,783,203,424 1,691,583,775,268 1,681,803,101,770 9,780,673,498 4,952,692,063 4,827,981,435△ 901,392,292

（単年度収支額）

平成23年度 438,082,035,300 429,271,683,443 419,792,503,474 9,479,179,969 1,476,706,352 8,002,473,617
平成22年度 471,132,545,061 465,436,746,999 456,935,863,887 8,500,883,112 1,219,541,300 7,281,341,812

721,131,805
 (単年度収支額）

平成23年度 2,160,496,145,480 2,092,536,096,005 2,075,786,553,178 16,749,542,827 4,820,480,067 11,929,062,760
平成22年度 2,223,915,748,485 2,157,020,522,267 2,138,738,965,657 18,281,556,610 6,172,233,363 12,109,323,247
比較増減 △ 63,419,603,005 △ 64,484,426,262 △ 62,952,412,479 △ 1,532,013,783 △ 1,351,753,296 △ 180,260,487

区　　分

一
般
会
計 比較増減

△ 30,369,093,244 △ 28,319,362,706 △ 25,809,052,066

合
計

△ 2,510,310,640 △ 1,608,918,348

特
別
会
計 比較増減

△ 33,050,509,761 △ 36,165,063,556 △ 37,143,360,413 978,296,857 257,165,052
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（２）主要な財政指標について 

 ア 普通会計における決算収支 

    健全な財政運営の要件は、収支の均衡を保持しながら経済変動や県民要望に対応し 

得る弾力性を持つことである。そこで、普通会計の決算における財政構造の弾力性等

について検証することとする。 

      普通会計における決算収支は、表３のとおりであり、歳入総額が１兆６，３０４億 

  ９，１６０万余円、歳出総額が１兆６，２０５億６，９７６万余円となっている。前 

  年度に比べて歳入総額が２９０億２，５２６万余円、歳出総額が２７２億２，８９１ 

  万余円減少し、対前年度伸び率は、歳入歳出ともにマイナス１．７パーセントとなっ 

  ている。 

 

普通会計決算収支表 

 (表3)                                               （単位：千円） 

区       分 平成２３年度 平成２２年度 増 減 額 伸び率（％) 

歳入総額  ①    1,630,491,604    1,659,516,865  △29,025,261     △ 1.7 

歳出総額  ②    1,620,569,762    1,647,798,678  △27,228,916     △ 1.7 

形式収支  ③＝①－②       9,921,842      11,718,187   △1,796,345    △ 15.3 
※  普通会計とは、財政運営の指針などに用いられる財政統計上の会計であり、埼玉県においては、一 

 般会計と１１の特別会計（埼玉県公債費特別会計、埼玉県市町村振興事業特別会計、埼玉県災害救助 

 事業特別会計、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計、埼玉県小規模企業者等設備導入資金特別会計、埼 

 玉県就農支援資金貸付事業特別会計、埼玉県林業・木材産業改善資金特別会計、本多静六博士育英事 

 業特別会計、埼玉県用地事業特別会計、埼玉県県営住宅事業特別会計、埼玉県高等学校等奨学金事業

 特別会計）が対象である｡ 

     金額については、団体間比較や時系列分析ができるように、一般会計及び１１特別会計から、会計間、 

    歳入歳出間及び年度間の重複分を控除しており、全自治体に共通する統一的な会計区分となっている。 

 

 イ 財政指標の推移 

    普通会計における財政力の動向、財政構造の弾力性を判断する主要な財政指標の年

  度別推移は表４のとおりである。 

 

 （ア）財政力指数 

     地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられるもので、普通交付税の

   算定に用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年

   の平均値をいう｡この指数が１以上の地方公共団体は､通常､普通交付税の不交付団

   体となる｡ 
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     平成２３年度は、０.７４０３９で、前年度に比べて０.０１４８６ポイント低下

   した。 

 

 （イ） 経常収支比率          

   財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして用いられるもので、経常的な経費

 に充当された一般財源の経常的に収入される一般財源総額に占める割合をいう。 

  地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金を中心とする経常一般財源収

 入が、人件費、扶助費、公債費の義務的経費などにどの程度充当されているかを見

 るものであり、この数値が高いほど財政が硬直化していることになる。 

   平成２３年度は、９６．９パーセントで前年度に比べて３．６ポイント上昇した。 

 

 （ウ） 実質公債費比率 

   財政構造の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、地方債を借り入れ

 た際、定められた条件に従って、毎年度元金の償還及び利子の支払が必要となるが、

 これに要する経費の総額を公債費といい、この公債費の一般財源に占める割合をい

 う。元利償還金には、公営企業が支払う元利償還金への一般会計からの繰出金、Ｐ

 ＦＩや一部事務組合等の公債費類似経費が含まれる。 

  平成２３年度は、１３．７パーセントで、前年度に比べて０．４ポイント上昇し 

 た。 

 

 （エ） 人件費比率 

   経常収支における人件費比率、すなわち、経常一般財源収入がどの程度人件費に

 使われたかを示す割合をいうが、この数値が高いほど財政運営が硬直化しているこ

 とになる。 

   平成２３年度は、４６．８パーセントで、前年度に比べて１．２ポイント上昇し 

 た。 
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             主要な財政指標の年度別推移 

  (表4)                                        （単位：％、財政力指数を除く。）

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金の運用（管理）状況について 

   平成２３年度の一般会計及び特別会計の歳入総額は、２兆９２５億３，６０９万余

 円、歳出総額は、２兆７５７億８，６５５万余円で、差引き１６７億４，９５４万余円

 の収入超過となっている。（表１） 

   平成２３年度の資金の運用状況を見ると、歳計現金及び歳入歳出外現金の運用益は、  

 １億３，８５７万余円で、市中金利の低下等により、前年度に比べ５，５４４万余円の減 

 少となった。また、一括運用を行う基金の運用益は３６億２，４０１万余円で、運用利回 

 りは低下したものの、県債管理基金の増加等により運用総額が増加したため、前年度に比 

 べ２億３，９６１万余円の増加となった。 

  また、支払資金不足を補うために行った一時借入金の支払利子は７０１万余円で、 

 前年度に比べて１６９万余円減少している。 
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財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 人件費比率

区　　分 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 人件費比率
平成１９年度 0.73732 96.2 13.3 51.4
平成２０年度 0.76926 95.8 12.5 49.3
平成２１年度 0.77708 97.1 12.7 48.9
平成２２年度 0.75525 93.3 13.3 45.6
平成２３年度 0.74039 96.9 13.7 46.8
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（４）財産の管理について 

      平成２３年度末における公有財産、物品、債権及び基金の現在高は、表５のとおり 

  である。 

 

          公有財産、物品、債権及び基金の現在高 

(表5) 

区        分 平成23年度末現在 平成22年度末現在 比較増減高 

 土         地 

 建         物 

   71,595,270.12 ㎡ 

    6,251,700.35 ㎡ 

  71,522,842.54  ㎡ 

   6,248,820.64  ㎡ 

     72,427.58 ㎡ 

      2,879.71 ㎡ 

山 

林 

面    積 

立木の推定

蓄積量 

        9,082.51 ha 

 

     754,764    ㎥ 

       9,082.86  ha 

 

     754,775    ㎥ 

      △ 0.35 ha  

  

      △ 11   ㎥ 

 

公 

 

有 

 

財 

 

産 

 動   産 

 物   権 

 無体財産権 

 有 価 証 券 

 出資による権利 

            3    件 

   56,150,151.56 ㎡ 

          59    件 

      288,500  千円 

  145,438,337  千円 

           2     件 

    56,150,151.56 ㎡ 

          60    件 

      288,500  千円 

  138,660,002  千円 

            1   件 

           0   ㎡ 

        △ 1   件 

            0 千円 

   6,778,335  千円 

  物           品        11,484    件        11,423    件          61   件 

  債           権    94,707,717  千円    92,474,578  千円    2,233,139  千円 

基 

 

金 

 動       産 

 有 価 証 券 

 債       権 

 現       金 

           60    件 

  298,978,038  千円 

   65,530,973  千円 

  348,464,954  千円 

           60    件 

  212,217,944  千円 

   64,026,167  千円 

  405,159,384  千円 

          0   件 

  86,760,094  千円 

   1,504,806 千円 

△ 56,694,430 千円 

 

  公有財産の主な増減のうち、土地の約７．２万平方メートルの増加は、農業大学校（熊

谷）建設のための買入れなどである。 

 建物の約２．９千平方メートルの増加は、東部地域振興ふれあい拠点施設や大宮砂団

地の新築などである。 

    出資による権利の６７億余円の増加は、財団法人都道府県会館の被災者生活再建支 

 援基金や埼玉高速鉄道株式会社への出資などである。 

  債権の２２億余円の増加は、ふるさと創造貸付金や埼玉高速鉄道株式会社長期債務償還資 

 金貸付金などである。 
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２   一般会計     

 
（１）  決算の特徴 
 
    平成２３年度の一般会計決算の主な特徴は、次のとおりである。 
 

 ア 歳入・歳出総額 

   歳入総額は、県税収入をはじめ国庫支出金、県債などの減少により、２８３億余 

  円（１．７パーセント）、 歳出総額は、総務費、公債費、教育費などの減少により、

 ２５８億余円（１．５パーセント）それぞれ減少し、歳入総額、歳出総額ともに２

 年連続で前年度を下回った。 

 イ  県税収入 

   県税収入は、前年度に比べて６３億余円（１．０パーセント）減少し、４年連続

 で前年度を下回った。これは、個人所得の減少による個人県民税の減収、東日本大

 震災の影響による法人二税の減収などによるものである。 

   歳入総額に占める県税収入の割合は、３８．１％で、前年度から０．２ポイント

 上昇した。 

 ウ  県債収入 

   県債収入は、前年度に比べて３００億余円（９．３パーセント）減少し、２年連

 続で前年度を下回った。 

   なお、県債残高は３兆４，７５５億余円で、前年度に比べて１，１７３億余円 

  （３．５パーセント）増加しているが、臨時財政対策債などを除いた県債残高は９

 年連続で減少している。 

   (表6)      県債発行額及び年度末残高の推移     （単位：億円） 

年  度 県債発行額 年度末残高 うち臨財債等を除く残高

平成１４年度 ３，４７９ ２６，８６４ ２５，８６５ 

平成１５年度 ３，２８７ ２７，９９０ ２５，７７８ 

平成１６年度 ３，０７０ ２８，６６２ ２５，５８５ 

平成１７年度 ２，５６１ ２９，０８７ ２５，３４１ 

平成１８年度 ２，６３１ ２９，２３８ ２４，９２７ 

平成１９年度 ２，８７８ ２９，８９６ ２４，８６９ 

平成２０年度 ３，１６３ ３０，６６８ ２４，６５０ 

平成２１年度 ３，４３７ ３２，２６２ ２４，６１８ 

平成２２年度 ３，２３０ ３３，５８２ ２３，９７５ 

平成２３年度 ２，９３０ ３４，７５６ ２３，５６７ 

                           ※１億円未満四捨五入
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（２） 歳入の状況 
 
 平成２３年度一般会計歳入決算の状況は、次のとおりである。 
 
（表７） 
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ア 全体的状況 
   収入済額の合計は１兆６，６３２億６，４４１万余円で、予算現額に比べて５９１億

 ４，９６９万余円下回っており、予算現額に対する収入率は９６．６パーセント、調定

 額に対する収入率は９７.７パーセントとなっている。 

   収入済額の主なものは、県税６，３４４億５０２万余円（構成比３８．１パーセント）、 

 県債２，９２９億８，３５５万余円（構成比１７．６パーセント)、地方交付税 

 ２，０７３億３，１４１万余円（構成比１２．５パーセント）、国庫支出金１，７４２億 

 ５，９８９万余円（構成比１０．５パーセント)である。 

   また、収入済額の合計を見ると、前年度の１兆６，９１５億８，３７７万余円に比べ

 て２８３億１，９３６万余円（１．７パーセント）の減少となっている。 

   これは、主に、繰入金が２２４億８，９４４万余円、地方譲与税が６４億８，９０１

 万余円増加したものの、県債が３００億６，０９５万余円、国庫支出金が１３４億４９０

 万余円、県税が６３億８，４５４万余円減少したことによるものである。 

   不納欠損額の合計は、３３億８２４万余円で、前年度の２７億２６４万余円に比べて

 ６億５６０万余円（２２．４パーセント）の増加となっている。 

  なお、不納欠損額の内訳は、県税が３１億４，０５０万余円、諸収入が１億５,７９３

 万余円などである。 

   収入未済額の合計は３６５億１，１７５万余円で、前年度の３８５億８，０４７万余

 円に比べて２０億６，８７１万余円（５．４パーセント）減少となっている。 

   なお、収入未済額の主なものは、県税が３４５億１，１３８万余円、諸収入が１７億 

 ９，２２２万余円、分担金及び負担金が１億８，２００万余円である。 

 

イ 自主財源と依存財源の比較   

   次に、収入済額を自主財源、依存財源別に前年度と比較すると、表８のとおりである。 

  収入済額に占める割合の高いものについて見ると、県税（構成比３８．１パーセント）

 の伸び率はマイナス１．０パーセント、県債（構成比１７．６パーセント）の伸び率はマ 

 イナス９．３パーセント、地方交付税（構成比１２．５パーセント）の伸び率はマイナ

 ス０．９パーセント、国庫支出金（構成比１０．５パーセント）の伸び率はマイナス 

 ７．１パーセントとなっている。 

   収入済額に占める自主財源の割合は５３．９パーセント、依存財源の割合は４６．１

 パーセントであり、前年度に比べて自主財源の割合が１．５ポイント増加している。 
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自主財源・依存財源年度別比較表 
 
（表８） 
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（ア） 自主財源について 

    自主財源の収入済額は８，９７２億４，７８９万余円で、前年度に比べて１１２億

  ８，３５０万余円の増加となっている。これは、国の経済対策関連事業などの実施

  のために、基金からの繰入れが２２４億８，９４４万余円増加したことなどによる

  ものである。 

  伸び率は１．３パーセントとなっている。 

 

（イ）  依存財源について 

     依存財源の収入済額は７，６６０億１，６５２万余円で、 前年度に比べて３９６億 

  ２８６万余円の減少となっている。 

 これは、臨時財政対策債の発行額の減少などにより県債が３００億６，０９５万余 

円、国の経済対策関連の交付金などが減少したことにより国庫支出金が１３４億４９０ 

万余円減少したことなどによるものである。 

    伸び率はマイナス４．９パーセントとなっている｡ 

 

 

 

県税

6,344億円

38.1%

諸収入

395億円

2.4%

その他

225億円

1.4%

使用料及び手数料

155億円

0.9%

地方交付税

2,073億円

12.5%

国庫支出金

1,743億円

10.5%

県債

2,930億円

17.6%

その他

914億円

5.5%

自主財源
8,973億円

53.9%
依存財源
7,660億円

46.1%

財源別収入状況

財 源 別

１兆６，６３３億円

繰入金

701億円

4.2%

（注）億円、％はトータルに

合わせ端数調整

地方消費税清算金

1,153億円

6.9%
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（３）歳出の状況 
  ア 全体的状況 
    平成２３年度一般会計歳出決算の状況は、次のとおりである。 

 

 
 支出済額の合計は、１兆６，５５９億９，４０４万余円で、予算現額に比べて６６４億２，００６万余円
下回っており、執行率（予算現額に対する支出済額の割合）は９６．１％となっている。 
 支出済額の主なものは、教育費が５，２４６億３，５３３万余円（構成比３１．７パーセント）、民生費が
２，６５６億４，１２６万余円（構成比１６．０％）、公債費が２，３５８億３，７３７万余円（構成比 
１４．２％）である。 
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　イ　前年度比較

　　　支出済額を前年度と比べると、次のとおりである。

（表10）

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 伸び率

円 % 円 % 円 %

議 会 費 2,897,678,519 0.2 2,819,899,328 0.2 77,779,191 2.8

総 務 費 93,790,809,622 5.7 111,519,402,771 6.6 △ 17,728,593,149 △ 15.9

民 生 費 265,641,263,465 16.0 255,356,177,543 15.2 10,285,085,922 4.0

衛 生 費 58,445,233,777 3.5 56,707,211,824 3.4 1,738,021,953 3.1

労 働 費 16,593,674,068 1.0 12,648,900,104 0.7 3,944,773,964 31.2

農 林 水 産 業 費 23,008,502,291 1.4 24,438,748,494 1.5 △ 1,430,246,203 △ 5.9

商 工 費 19,537,306,400 1.2 17,296,068,817 1.0 2,241,237,583 13.0

土 木 費 124,894,617,205 7.6 126,881,688,608 7.5 △ 1,987,071,403 △ 1.6

警 察 費 140,903,683,176 8.5 139,141,440,670 8.3 1,762,242,506 1.3

教 育 費 524,635,337,105 31.7 530,999,810,429 31.6 △ 6,364,473,324 △ 1.2

災 害 復 旧 費 608,227,899 0.0 67,641,390 0.0 540,586,509 799.2

公 債 費 235,837,377,460 14.2 250,978,030,032 14.9 △ 15,140,652,572 △ 6.0

諸 支 出 金 149,200,338,717 9.0 152,948,081,760 9.1 △ 3,747,743,043 △ 2.5

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 -

合 計 1,655,994,049,704 100.0 1,681,803,101,770 100.0 △ 25,809,052,066 △ 1.5

　　　　　　　　※　構成比については、トータルに合わせて端数調整

　支出済額の合計は、前年度の１兆６，８１８億３１０万余円に比べて、２５８億９０５万余円

（１．５パーセント）の減少となっている。

　これは、主として、総務費が１７７億２，８５９万余円、公債費が１５１億４，０６５万余

円、教育費が６３億６，４４７万余円減少したことによるものである。

平成２２年度
款

平成２３年度 比              較
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３ 特別会計 
  平成２３年度の特別会計は、埼玉県公債費特別会計ほか１2会計で、その歳入歳出決算の 
 状況は次のとおりである。 

（１） 歳入の状況 

（表１１） 
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（２） 歳出の状況 
 
（表１２） 
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（３）決算の状況 

   各特別会計を合計した歳入・歳出における予算現額は、４，３８０億８，２０３万

  余円で、前年度の４，７１１億３，２５４万余円に比べて３３０億５，０５０万余円

  の減少となっている。その主な理由は、埼玉県公債費特別会計が２９４億８，０９０ 

  万余円、埼玉県証紙特別会計が２０億６，４５０万余円、埼玉県公営競技事業特 

  別会計が１２億６，０５１万余円減少したことなどによるものである。 

 

 
 

   収入済額の合計は４，２９２億７，１６８万余円で、予算現額に比べて８８億１，０３５万

  余円下回っており、予算現額に対する収入率は９８．０パーセント、調定額に対する 

  収入率は９９．９パーセントとなっている。 

   支出済額の合計は４，１９７億９，２５０万余円で、予算現額に対し１８２億８，９５３ 

  万余円の予算残額が生じており、執行率は９５．８パーセントとなっている。 

    収入未済額の合計は６億１，１８９万余円で、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計 

  ２億５，５２２万余円、埼玉県県営住宅事業特別会計１億７，７９１万余円、埼玉県 

  小規模企業者等設備導入資金特別会計１億１，２８３万余円、埼玉県高等学校等奨学

  金事業特別会計３，５７９万余円、埼玉県就農支援資金貸付事業特別会計２，４５５

  万余円などとなっている。 

    また、不納欠損額の合計は２，５０６万余円で、埼玉県県営住宅事業特別会計

  が２，４１７万余円、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計が８８万余円となって 

  いる。 
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基 金 運 用 状 況 



埼玉県土地開発基金 

 

第１    審査の概要 

 

  平成２３年度埼玉県土地開発基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣旨に

沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。 

 

第２    審査の結果（意見） 

 

  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、符合していることを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     

 

 平成２３年度において、一般会計への繰入れを行うため１００億円を処分し、埼玉県用

地事業特別会計から１億５，９２９万余円が新たに積み立てられたので、平成２３年度末

現在高は３１６億８，８００万余円となっている。 

  平成２３年度の基金運用状況は、次のとおりである。 

 

区   分 平成２３年度末現在高 平成２２年度末現在高 比較増減高 

基 金 総 額 
        円

    31,688,008,905
        円 
    41,528,717,627 

      円

△ 9,840,708,722 
内 

訳 

債  権 

現  金 

      14,299,517,315
       17,388,491,590 

       14,856,985,708 
       26,671,731,919 

 △ 557,468,393 
△ 9,283,240,329 

 
  平成２３年度中の債権の減少については、埼玉県用地事業特別会計への貸付金が５億 
４，０４７万余円、基金運用益の未積立が１，６９９万余円減少したためである。 

  また、現金の減少は、基金運用益が１億７，６２８万余円、用地事業特別会計からの繰

入金が５億４，０４７万円あったものの、１００億円を処分したためであり、１７３億 

８，８４９万余円は、すべて自由金利型定期預金となっている。 

 

第４    債権の現在高の状況 

 

  平成２３年度末における債権は、次のとおりである。 
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                                     （単位 円） 

年月日 目  的 期   間 債 務 者 金   額 備    考 

 7. 3.31 
公共事業用地 
先 行 取 得 

 7. 3.31～ 
埼玉県用地事業 
特 別 会 計 

 148,554,749 
しらこばと公園 
外３事業 

 8. 3.29 〃  8. 3.29～ 〃    228,057,350 
飯能南高等学校 
外１事業 

10. 3.31 〃 10. 3.31～ 〃   331,233,836 
秋ヶ瀬公園外５
事業 

11. 3.31 〃 11. 3.31～ 〃 231,802,668 
大宮公園外８事
業 

12. 3.31 〃 12. 3.31～ 〃 11,148,840 
緑の丘公園外２
事業 

13. 3.30 〃 13. 3.30～ 〃    120,263,172 
SKIPｼﾃｨB街区外 
１事業  

14. 3.29 〃 14. 3.29～ 〃    442,230,034 
権現堂公園外２
事業 

15. 3.31 〃 15. 3.31～ 〃 1,486,810,570 
SKIPｼﾃｨB街区外 
１事業 

17. 3.31 〃 17. 3.31～ 〃 174,956,152 公債費 

18. 3.31 〃 18. 3.31～ 〃  2,306,699,066 公債費 

19. 3.30 〃 19. 3.30～ 〃 4,713,981,696 
大宮公園外７事
業及び公債費 

20. 3.31 〃 20. 3.31～ 〃  470,922,049 
秋ヶ瀬公園外１
事業 

21. 3.31 〃 21. 3.31～ 〃 3,473,565,855 
ﾃｸﾉｸﾞﾘｰﾝｾﾝﾀｰ外
１事業 

24. 3.30 
平成２３年度
運  用  益 

62日(24.3.30 
   ～24.5.31) 

埼   玉   県 
一  般  会  計 

159,291,278 
 
 

合  計    14,299,517,315  
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埼玉県美術作品取得基金 

 

第１    審査の概要     

 

  平成２３年度埼玉県美術作品取得基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣

旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。 

 

第２    審査の結果（意見）     

 

  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、符合していることを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     

 

  平成２３年度において一般会計から１，４０９円が新たに積み立てられたので、平成 

２３年度末現在高は、１３億９,６６１万余円となっている。 

  平成２３年度の基金運用状況は、次のとおりである。 

 

比  較  増  減  高 
区     分 

平成23年度末

現   在   高 

平成22年度末

現   在   高 積  立  金 美術品取得 美術品処分 

基 金 総 額 
     円 

1,396,619,873 
     円

 1,396,618,464 
          円 

       1,409 
          円 

     － 
         円 

        － 

内 

訳 

動   産 

現   金 

債  権 

1,396,380,500 
   237,964 
      1,409 

 1,396,380,500
     236,324
       1,640 

      － 
       1,640 
      △ 231 

        － 
        － 
         － 

       － 
      － 
    － 

   

  平成２３度末現在において、一般会計で買い戻されていない美術品は６０点で１３億 

９,６３８万余円となっている。 

  平成２３年度中の増加は、資金運用による運用益１，４０９円である。 

  また、現金２３万余円は、自由金利型定期預金となっている。 

                                                  

第４ 動産（美術作品）の状況 

 

  一般会計で買い戻されていない動産（美術作品）については、パブロ・ピカソ作「静物」

（４億２，２３０万円）、マルク・シャガール作「二つの花束」（２億８，８００万円）、

ポール・デルヴォー作「森」（２億３，７００万円）など、合計６０作品で１３億  

９,６３８万余円となっている。 
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埼玉県高等学校等奨学金事業基金 

 

第１    審査の概要 
 
  平成２３年度埼玉県高等学校等奨学金事業基金の運用状況の審査に当たっては、基金が

条例の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査し

た。 

 

第２    審査の結果（意見） 
 
  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、符合していることを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     
 
  平成２３年度において、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計から５億３，７９４万余

円が新たに積み立てられたので、平成２３年度末現在高は３０億３，６２７万余円となっ

ている。 

 平成２３年度基金運用状況は、次のとおりである。 

 

区  分 平成２３年度末現在高 平成２２年度末現在高 比較増減高 

基金総額 
         円 

      3,036,272,000 

         円 

      2,498,325,400 

            円 

   537,946,600 

内訳 現 金       3,036,272,000       2,498,325,400    537,946,600 

 

  なお、現金は、５億３，７９４万余円増加しており、３０億３，６２７万余円は、すべ

て普通預金（決済用預金）となっている。 
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